
（平成２４年８月８日報道資料抜粋）

年金記録に係る苦情のあっせん等について

年金記録確認愛知地方第三者委員会分

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 5 件

厚生年金関係 5 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 4 件

国民年金関係 2 件

厚生年金関係 2 件



愛知厚生年金 事案 7406 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間②に係る標準報酬月額の記録については、平成 15 年９月

から 16年 11月までは 30万円、同年 12月から 18年 11月までは 28万円、同

年 12月から 19年３月までは 24万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、当該期間に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付す

る義務を履行していないと認められる。 

また、申立人の申立期間③に係る標準報酬月額の記録については、平成 21

年２月は 24万円、同年３月及び同年４月は 28万円、同年５月は 20万円、同

年６月及び同年７月は 22万円、同年８月及び同年９月は 18万円、同年 10月

は 19万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、当該期間に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付す

る義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 46年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 13年７月から 14年７月まで 

             ② 平成 15年９月から 19年３月まで 

             ③ 平成 21年２月から同年 10月まで 

    ねんきん定期便を確認したところ、Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間

の標準報酬月額が、実際の給与額に見合う標準報酬月額と相違していること

が分かった。申立期間における標準報酬月額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間②のうち、平成15年12月から19年３月までの期間については、課

税庁から提出された当該期間に係る給与支払報告書（個人別明細書）におい

て確認できる保険料控除額から判断すると、申立人は、15年12月から16年11

月までは30万円、同年12月から18年11月までは28万円、同年12月から19年３

月までは24万円の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給



与から控除されていたものと推認できる。 

また、申立期間②のうち、平成15年９月から同年11月までの期間について

は、給与支払報告書（個人別明細書）などの保険料控除額が確認できる資料

は無いものの、当該期間は、直後の同年12月と同一の定時決定の期間である

ことから、同年12月と同額の標準報酬月額（30万円）に基づく厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたものと考えられる。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間②の保険料を納付したか否かについ

ては、Ａ社は、既に適用事業所ではなくなり、当時の事業主から回答が得ら

れないが、上記給与支払報告書（個人別明細書）から推認できる保険料控除

額に見合う標準報酬月額と、オンライン記録の標準報酬月額が長期間にわた

り一致していないことから、事業主は、給与支払報告書（個人別明細書）に

より推認できる保険料控除額に見合う標準報酬月額を届け出ておらず、その

結果、社会保険事務所（当時）は、当該標準報酬月額に見合う保険料につい

て納入の告知を行っておらず、事業主は、当該期間に係る保険料（訂正前の

標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

２ 申立期間③のうち、平成 21 年４月については、申立人から提出された給

与明細書により、申立人は、その主張する標準報酬月額（28 万円）に基づ

く厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが確認でき

る。 

また、申立期間③のうち、平成 21 年２月及び同年３月、並びに同年５月

から同年 10月までの期間については、上記給与支払報告書（個人別明細書）、

申立人から提出された預金通帳及び雇用保険被保険者離職証明書（賃金額が

記載）、並びに取引銀行から提出された普通預金異動明細表から判断すると、

申立人は、同年２月は 24万円、同年３月は 28万円、同年５月は 20万円、

同年６月及び同年７月は 22 万円、同年８月及び同年９月は 18 万円、同年

10月は 19万円の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたものと推認できる。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間③の保険料を納付する義務を履行

したか否かについては、上記のとおり事業主から回答が得られないが、ほ

かに確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判

断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が給与明細書、給与支払報告書（個人別明細書）等から確認又は推認

できる保険料控除額に見合う報酬月額に係る届出を社会保険事務所に行っ

たか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当たら

ないことから、行ったとは認められない。 

３ 申立期間①について、申立人は、給与明細書等の給与支給額及び保険料控



除額を確認できる資料を所持していないところ、Ａ社は、平成 23 年５月１

日に厚生年金保険の適用事業所ではなくなり、当時の事業主からも回答が得

られないため、申立人の当該期間における給与支給額及び保険料控除額につ

いて確認できない。 

また、オンライン記録の申立人の標準報酬月額に、遡って訂正された形

跡はうかがえない。 

さらに、複数の同僚に照会しても、申立人の主張を裏付ける証言は得ら

れない。 

このほか、申立期間①について、申立人が主張する標準報酬月額に基づ

く厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを確認でき

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が当該期間において、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



愛知厚生年金 事案 7407 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準報酬月額の記録については、平成 18 年２月か

ら 21年１月までは 20万円、同年２月は 19万円、同年３月は 20万円に訂正す

ることが必要である。 

なお、事業主は、申立期間に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付す

る義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

 基礎年金番号 ：  

 生 年 月 日 ： 昭和 48年生 

 住 所 ：  

   

   

   

              

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 18年２月から 21年３月まで 

    申立期間の標準報酬月額が実際の給与額と相違しているので、記録を訂正

してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間のうち、平成 21 年２月及び同年３月については、申立人から提出

された給与明細書により、申立人は、同年２月は 19 万円、同年３月は 22 万

円の標準報酬月額に見合う給与を支給され、20 万円の標準報酬月額に基づく

厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが確認できる。 

ただし、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給

付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申

立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であることから、

これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立人の当該期間に係る標準報酬月額については、給与明細書

の総支給額及び保険料控除額から平成 21年２月は 19万円、同年３月は 20万

円とすることが妥当である。 

申立期間のうち、平成 18 年２月から 20 年 11 月までの期間については、申

立人から提出された給与所得の源泉徴収票（20 年分）及び課税庁から提出さ

れた給与支払報告書・個人別明細書（18年分及び 19年分）により、申立人は、



当該期間において、オンライン記録の標準報酬月額より高額の標準報酬月額

（20 万円）に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた

ことが推認できる。 

申立期間のうち、平成 20 年 12 月及び 21 年１月については、源泉徴収票等

の保険料控除額を確認できる資料は無いものの、当該期間とその前後の期間

に係るオンライン記録の標準報酬月額が同額であることから、申立人は、当

該期間においても、前後の期間の源泉徴収票又は給与明細書で確認できる保

険料控除額に見合う標準報酬月額と同額の標準報酬月額（20 万円）に基づく

厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたものと考えられる。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、事業主から回答は得られないが、上記給与明細書等により

確認又は推認できる保険料控除額に見合う標準報酬月額と、オンライン記録

の標準報酬月額が長期間にわたり一致していないことから、事業主は、給与

明細書等により確認又は推認できる保険料控除額に見合う報酬月額を届け出

ておらず、その結果、社会保険事務所（当時）は、当該標準報酬月額に基づ

く保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該期間に係る保

険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険得料を除く。）を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 



愛知厚生年金 事案 7408 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ営業所における資格喪失日に係

る記録を昭和 36 年９月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を１万円とす

ることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

 基礎年金番号 ：  

 生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

 住 所 ：  

   

   

   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36年７月１日から同年９月１日まで 

    私は、Ａ社に継続して勤務していたが、同社Ｃ工場に転勤した際の厚生年

金保険被保険者記録が一部欠落しているので、申立期間について、厚生年金

保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された人事記録及び辞令の写し、並びに雇用保険の記録から判

断して、申立人が同社に継続して勤務し（同社Ｂ営業所から同社Ｃ工場に異動）、

申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

が認められる。 

なお、正確な異動日は明らかでないものの、申立人と同時期にＡ社Ｂ営業所

から同社Ｃ工場に異動したとする同僚の証言及び当該同僚の厚生年金保険被

保険者記録から判断して、申立期間については、申立人の同社Ｂ営業所におけ

る資格喪失日に係る記録を訂正することが妥当である。 

また、申立期間の標準報酬月額については、Ａ社Ｂ営業所に係る健康保険厚

生年金保険被保険者名簿の昭和36年６月の記録から、１万円とすることが妥当

である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、事業主は、申立期間における厚生年金保険被保険者資格喪失届の記載を

誤ったとしていることから、社会保険事務所（当時）は、申立人の申立期間に



係る保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知

を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を

還付した場合を含む。）、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履

行していないと認められる。 

 



愛知厚生年金 事案 7409 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間①、②及び③に係る標準賞与額については、厚生年金保険

法第75条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない

記録とされているが、申立人は、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主によ

り賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、

厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、当

該期間の標準賞与額を申立期間①は１万2,000円、申立期間②は23万3,000円、

申立期間③は22万8,000円に訂正する必要がある。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 46年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 17年 12月 20日 

             ② 平成 18年７月 20日 

             ③ 平成 18年 12月 20日 

    申立期間①、②及び③において、Ａ病院から賞与を支給されているが、当

該賞与に係る厚生年金保険の記録が無い。当該賞与から厚生年金保険料が控

除されていたので、申立期間①、②及び③の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   事業主提出の賞与台帳から、申立人の申立期間①、②及び③に係る厚生年金

保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

ただし、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき標準賞与額を決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われる

のは、事業主が控除していたと認められる保険料額及び申立人の賞与額のそれ

ぞれに見合う標準賞与額の範囲内であることから、これらの標準賞与額のいず

れか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、当該期間の標準賞与額については、賞与台帳において確認で

きる保険料控除額から、申立期間①は１万2,000円、申立期間②は23万3,000



円、申立期間③は22万8,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後の平成23年３月22

日に、事業主が申立期間①、②及び③における事務手続を失念していたとし

て訂正の届出を行っていることから、社会保険事務所（当時）は、申立人に

係る当該期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っておら

ず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



愛知厚生年金 事案 7410 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額の記録については、20万円に訂正するこ

とが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

 基礎年金番号 ：  

 生 年 月 日 ： 昭和 49年生 

 住 所 ：  

           

   

   

   

   

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 21年８月 12日 

    給料支払明細書により、申立期間に賞与が支給され、厚生年金保険料が控

除されていたことが確認できるので、年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された給料支払明細書（控）（21年夏賞与分及び21年夏分）及

び平成21年分給与所得退職所得に対する所得税源泉徴収簿により、申立人は、

申立期間において、同社から賞与を支給され、厚生年金保険料を事業主により

賞与から控除されていたことが認められる。 

ただし、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき標準賞与額を決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われる

のは、事業主が控除していたと認められる保険料額及び申立人の賞与額のそれ

ぞれに見合う標準賞与額の範囲内であることから、これらの標準賞与額のいず

れか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、上記給料支払明細書（控）（21

年夏賞与分及び21年夏分）及び所得税源泉徴収簿（平成21年分）において確認

できる厚生年金保険料控除額から、20万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主の申立期間に係る賞与支払届が未提出であり、当該期間に係る保険

料も納付していない旨認めていることから、社会保険事務所（当時）は、当該

期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主

は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



愛知国民年金 事案 3479 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 58年４月から 63年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 27年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 58年４月から 63年３月まで 

    昭和57年１月から58年３月までの国民年金保険料については免除しても

らった。それ以降の保険料についても免除を受けようとしたが、Ａ市Ｂ区役

所から｢確定申告書を見る限り、保険料の免除は認められない。｣との連絡が

あったため、申立期間の保険料は夫の分と一緒に納付書により金融機関で毎

月納付したはずである。 

保険料納付の事実を確認できるものは何も無いが、申立期間について、保

険料の納付があったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の保険料を夫の分と一緒に納付書により納付したとして

いるが、Ａ市の国民年金口座振替対象者一覧表、国民年金保険料検認状況一覧

票などによると、夫については、昭和 57 年１月に保険料の口座振替の申込み

を行い、同年４月から口座振替による保険料納付を開始し、59年９月に一旦、

保険料の口座振替を終了しているものの、再度、同年 10 月に保険料の口座振

替の申込みを行い、60 年１月から口座振替による保険料納付を開始している

ことが確認できる。このことから、夫の申立期間の保険料については、59 年

10月から同年 12月までの保険料を除き、口座振替により納付していたものと

みられる。しかしながら、申立人については、夫と同時期（57 年１月）に保

険料の口座振替の申込みを行ったことが確認できるものの、保険料の免除を理

由に同年５月に申立人に対する保険料の口座振替は廃止され、再度、申立人が

保険料の口座振替の申込みを行ったのは、平成６年 12 月（口座振替開始は７

年２月）とされていることが確認できることから、申立人は申立期間のうち、

昭和 58年４月から 59年９月までの期間及び 60年１月から 63年３月までの期



間の保険料については、夫の分と一緒に納付書により納付することはできなか

ったものと考えられる。 

また、ⅰ）申立人は、Ａ市Ｂ区役所から保険料の免除は認められない旨の連

絡があったため、申立期間の保険料を納付したとしているところ、同市の国民

年金被保険者名簿によると、申立期間については全て全額申請免除期間とされ

ているものの、申立期間直後の昭和 63年度については免除申請が却下となり、

同年度以降は保険料を納付していることが確認できること、ⅱ）申立人は申立

期間の保険料を納付書により金融機関で毎月納付したとしているところ、同市

では申立期間のうち、昭和 58年４月から 62年３月までについては３か月ごと

に保険料の徴収を行っており、毎月の保険料徴収は、同年４月以降であること、

ⅲ）申立人が記憶する申立期間の保険料額（１人１か月 7,700 円ぐらい）は、

63 年度の保険料月額と一致していることから、申立人は、同年度以降の保険

料納付に係る記憶と申立期間の保険料納付に係る記憶を混同している可能性

も否定できない。 

さらに、Ａ市の国民年金被保険者名簿及び国民年金保険料検認状況一覧票の

いずれにおいても、申立期間は全て全額申請免除期間とされており、オンライ

ン記録との食い違いは無い。 

加えて、申立人は、申立期間の保険料を納付したとしているが、申立期間は

60 か月と長期間である上、５年度にわたり記録漏れ、記録誤り等が生じたと

は考え難い。 

このほか、申立人に対して別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡は

見当たらない上、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資

料（確定申告書、家計簿等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していた

ことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



愛知国民年金 事案 3480 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 37年４月から 40年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 37年４月から 40年３月まで 

    申立期間当時は、私の父親が従事していた農業を母親や夫と一緒に手伝っ

ていた。家族の国民年金の加入手続や保険料納付は全て父親が行ってくれて

おり、町内会の納税係が毎月集金に来ていたので、家族４人分の国民年金保

険料を納付していた。申立期間について、両親や夫の保険料は納付済みとさ

れているのに、私の保険料だけが未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、国民年金の加入手続及び申立期間に係る保険料納付に直接関与し

ておらず、これらを行ったとする父親は既に亡くなっていることから、申立期

間に係る加入手続及び保険料納付状況の詳細は不明である。 

また、オンライン記録及び手帳記号番号払出整理簿によると、申立人の国民

年金手帳記号番号は昭和 40年 11月にＡ市に払い出されており、申立人に対し

て別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡は見当たらないことから、こ

の頃に初めて国民年金の加入手続が行われ、申立人が 20歳となった 37年＊月

まで遡って被保険者資格を取得する事務処理が行われたものとみられる。この

ことから、申立人は、申立期間当時は国民年金に未加入であったこととなり、

父親が保険料を納付することはできなかったものと考えられる。 

さらに、前述の加入手続が行われたとみられる昭和 40年 11月を基準とする

と、申立期間のうち、37年４月から 38年９月までは既に２年の時効が成立し

ており、遡って保険料を納付することもできなかったものと考えられる。 

加えて、申立期間のうち、昭和 38年 10月から 40年３月までについては、

加入手続時点において、過年度保険料として遡って納付することが可能であっ

たものの、Ａ市によれば、町内会では過年度保険料を取り扱っていなかったと



している上、申立人は、父親から保険料を後から遡って納付したと聞いたこと

はないとしているなど、父親が当該期間の保険料を過年度納付したと推認する

ことまではできない。 

このほか、申立人に係るＡ市の国民年金被保険者名簿においても、申立期間

の保険料は未納とされている上、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付し

ていたことを示す関連資料（確定申告書、家計簿等）は無く、ほかに申立期間

の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

 



愛知厚生年金 事案 7411 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 42年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成元年３月 31日から同年４月１日まで 

    Ａ病院に、平成元年３月 31 日まで勤務していたにもかかわらず、厚生年

金保険被保険者資格喪失日は同年３月 31日となっている。 

申立期間について、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 申立人から提出された在職証明書及びＡ病院から提出された人事記録によ

り、申立人が平成元年３月 31 日まで同病院に継続して勤務していたことは認

められる。 

しかしながら、申立人から提出された「平成２年度市民税県民税特別徴収税

額の納税者への通知書」に記載されている社会保険料を検証したところ、申立

人は、申立期間（平成元年３月）の厚生年金保険料を給与から控除されていな

いものと認められる。 

また、Ａ病院は、「賃金台帳や保険料控除を確認できる資料が無いため、申

立期間に係る厚生年金保険料を控除したかどうかは不明である。」と回答して

おり、申立人の申立期間当時における厚生年金保険の取扱いについて確認でき

ない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 



愛知厚生年金 事案 7412 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住 所 ：  

              

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 43年４月２日から 46年 10月 17日まで 

             ② 昭和 46年 10月 16日から 48年 10月１日まで 

私は、年金記録を確認したところ、申立期間についてはＡ社Ｂ店を退職し

た１年後に脱退手当金が支給されているため、厚生年金保険の支給対象とは

ならないことが分かった。 

しかし、脱退手当金を受給した記憶は無く、また支給時期は、出産後で退

職時の住居から昭和49年７月頃に転居したので脱退手当金を受け取れるは

ずもない。申立期間について、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間の脱退手当金の請求書類として提出された脱退手当金裁定請求書

には、申立人の転居先の住所地が記載され、昭和49年９月26日付けの「小切

手交付済」の印が確認できる上、厚生年金保険脱退手当金裁定伺には、転居

先付近の銀行が振込先（送金先）金融機関として記載されていることから、

脱退手当金が支給されたことがうかがえる。 

また、当該脱退手当金裁定請求書は、昭和49年８月６日に社会保険事務所

（当時）において受理された後、厚生年金保険脱退手当金裁定伺が作成され

決裁後の同年９月26日に支給決定されるなど適正に裁定手続を行っているこ

とが確認できる。 

さらに、申立期間の脱退手当金は、支給額に計算上の誤りは無い上、申立

人から聴取しても、受給した記憶が無いというほかに脱退手当金を受給して

いないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 




